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56 . 12 
43 . 85 
33 . 87 
26 . 72 
29 . 73 
33 . 07 
46 . 97 
52 . 85 
58 . 94 
69 . 17 
78 . 23 
88 . 06 
87 . 07
 
19 . 96 
21 . 76 
22 . 39 
21 . 69 
20 . 72 
22 . 68 
23 . 70 
24 . 38 
25 . 04 
26 . 35 
26 . 11 
27 . 34 
27 . 79 
28 . 50
 
43 . 75 
43 . 79 
44 . 81 
45 . 08 
44 . 55 
44 . 63 
45 . 03 
45 . 95 
46 . 16 
48 . 50 
48 . 29 
48 . 71 
48 . 93 
49 . 59
 
3 . 00 
7 . 71 
13 . 63 
16 . 05 
20 . 85 
28 . 25 
34 . 23 
32 . 64 
79 . 22 
59 . 65 
40 . 09 
25 . 90 
24 . 92 
34 . 55
5 . 99 
6 . 46 
7 . 72 
8 . 09 
9 . 46 
10 . 37 
11 . 50 
14 . 38 
16 . 41 
17 . 34 
23 . 15 
28 . 28 
25 . 25 
22 . 75 
20 . 21
26. 33 
36 . 98 
43 . 75 
49 . 54 
51 . 65 
48 . 21 
43 . 77 
44 . 67 
45 . 38 
60 . 72 
58 . 62 
61 . 75 
51 . 75 
44 . 51 
44 . 02
出所：『新中国五十五年統計資料　編（1949～2004）』より作成 










































便局は4 . 96万局所、ポストが15 . 64万個あり、
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ための原案を示した。2003年 8 月 1 日をさか
いに、それ以降、新たに増えた郵政貯金の人
民銀行に預託した部分に対して、金融機構の
人民銀行における準備金の預金利率、つまり
1 . 89％を適用する。この部分の預金は、郵政
匯局によって自主的に運営され、利率は市場
で決定される、同年 8月 1日以前に預託され
た旧預金に対しては、人民銀行はしばらく現
行の預金利率4 . 131％を適用することが決定
された。
郵政貯匯局が、貨幣市場に参加し郵政貯蓄
資金を自主的に運営し始め、相次いで協議預
金、国債投資、および金融証券投資などの業
務が展開された。
2006年12月31日に、国務院の同意を得て、
中国銀監会は、中国貯蓄銀行の開業を正式に
許可し、中国郵政集団公司が全額投資する形
で中国郵政貯蓄銀行を設立することに同意し
た。
中国郵政事業は、2007年 1 月29日に、郵政
行政の監督管理を行う中華人民共和国国家郵
政局と、実質的経営を行う中国郵政集団公司
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に組織的に分割された。また、中国郵政の郵
便貯金は、日本のそれと同様に郵政当局が直
接経営していたが、郵政事業の企業化ととも
に貯金部門も、中国郵政貯蓄銀行として2007
年 3 月20日に別組織として発足した。
中国郵政貯蓄銀行は、「商業銀行法」の要
求に従い、商業銀行業務を全面的に展開し、
中国工商銀行、中国銀行、中国建設銀行、お
よび中国農業銀行に次ぐ第五の商業銀行と
なった。
このように、郵政事業を管轄する国家郵政
局が 3分割され、郵政局は監督機構に衣替え
し、郵便実務を担当する中国郵政集団と、郵
便貯金を扱う郵政貯蓄銀行が新たに設立され
た。新郵政貯蓄銀行は、大手国有商業銀行が
行っていない農村部への融資業務などを行い、
独立した金融機関として経営リスクも負うよ
うになった。
Ⅴ　近代史の総括
以上、150年にわたる中国近代郵政事業の
発展状況を、概括的に見てきた。中国郵政の
発展史を見ると、設立してから現在に至るま
で、中国の社会・政治・経済と密接に関わっ
てきている。
中国近代郵政は中国の半植民地半封建的な
社会環境の中で誕生し、郵政主権も外国烈強
から侵略された。しかし、近代中国郵政の発
展においては、外国が中国で設立した客郵の
役割も無視してはいけない。1934年に、イギ
リスが、中国で初めて客郵を設立してから、
日本・フランスなどの国も相次いで客郵を設
立し、最新の郵便システムを中国に導入し、
封建的な背景にあった中国郵政の近代化を進
展させた。
中華郵政期には、大清期に進められた通商
国境貿易取引所と経済発展都市だけで郵便局
を設置するやり方を変えて、各省・大都市毎
に郵便局を設置した。外国の客郵および民間
の民信局を撤退させ、全国郵政を統一させた。
しかしながら、この時期中国は長期にわたる
抗日戦争や内戦を経験し、郵政事業の発展は
多くの挫折に直面した。
1949年の中華人民共和国の成立によって、
中国郵政は新しい段階に入った。しかし、当
初の経済調整期、そして、大躍進および文化
革命期は、政治経済の混乱を受けて、中国郵
政の近代化への歩みはゆるやかであった。そ
の後、1978年以降の改革開放経済政策によっ
て、経済が急速に発展し、郵政事業も大きく
発展を遂げることとなった。
Ⅵ　新たな課題の解決に向けて
1986年以降、郵便・電信・貯蓄各面で新し
い時代に入った。現在は、世界レベルで競争
力を高めているが、以下の 4点の課題に直面
している。
q 貯蓄の課題
2007年年末に新しく設立された中国郵政貯
蓄銀行もいくつかの課題に直面している。そ
の一つは経営管理体制の問題である。現在郵
政金融業務を担っているのは、郵政貯蓄機構
であり、この機構に対して業務上の指導・管
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理を行っているのは、国家郵政局の中に設置
された蓄郵政貯匯局である。中国人民銀行は
「金融機構管理規定」を公表し、郵政貯蓄機構
は金融機構であることを明確にしたが、蓄郵
政貯匯局の性質について触れてない。つまり、
非金融機関が金融機構を管理するという問題
が生じている。もうひとつは財務体制面の問
題である。つまり、郵政金融業務の財務は全
体の郵政業務と一緒にされており、独立採算
制とはなっていない。さらに、資金の運営及
び従業員の資質が低いという問題も重なって
おり、郵政貯蓄銀行業務の正常な運営を妨げ
ている。
w 普通郵便サービス
普通郵便における課題は、地域格差の是正
によるサービスの向上である（ユニバーサル
サービス）。
郵便局数でみると局数が少なく、都市部と
農村地区・山間部の差が大きい。先進国とは
比べられないが、隣国のインドと比べても差
が大きい。インドの面積は300万平方キロ、
人口は10億であり、郵便局所数は15万局であ
る。それに対して、中国の面積は960万平方
キロ、人口は13億人であるが、郵便局所数は
わずか6 . 3万しかない。普遍サービスは政府
によって投資されるべき分野であって、投資
主体が不足しているため、国家郵政通信ネッ
トワークにおける郵政の基礎施設である郵便
局所、ポスト、郵便車などが不足しており、
技術レベルも低く、人々の郵便サービスに対
する需要は満たされてない。
e 海外企業の台頭
中国郵政は、国際スピード郵便 EMSとの競
争という問題にも直面している。中国速達市
場が開放されてから、海外郵政企業である、
FedEx、DHL、および UPS等が中国に進出し、
国内でも民営郵政企業が相次いで出現した。
それにともなって中国速達市場で独占的で
あった中国スピード郵便 EMSの市場シェア
と成長率は、ともに下落している。
もう一つの原因として、技術の遅れ、サー
ビス質の低さがあげられる。日本における
EMSは、基本的に次の翌日に到達できるよう
な水準に達しているが、中国では、到着する
のに 1週間かかるケースもある。つまり、通
信ネットワークの不整備だけではなく、業務
の効率性、安全性と正確性、従業員の資質も
問われる問題である。
中国郵政の失速の原因として、ひとつは市
場意識の欠如があげられる。つまり、完全な
マーケティングシステムが形成されてないた
め、外部環境への柔軟な対応ができず、民間
企業の柔軟性に負け、客を失っている（閏
2005）。
また、もう一つの重要な原因としてコスト
の高さである。郵政事業は、歴史的経緯から
国家独占の産業になるが、従業員の給料が、
労働市場が大きくないため、かなり高く設定
されている。中国郵政 EMSの従業員は、管
理職についている者のウェイトが比較的に高
い。しかし、民営企業においては、管理職が
少なく、管理コストを低く抑えている。また
配達コストでも民営企業に遅れている。
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r マネジメントの課題
中国郵政には、管理と経営の分離問題があ
る。中国郵政の管理と経営の分離は、他の国
有企業と違って、完全独立の経済実体になっ
ているわけではない。これは、郵政領域内に
おける政府の監視管理機能と郵政サービス機
能の分立であり、郵政は二つの機能に分かれ
たに過ぎず、中国のほかの国有企業の民営化、
または日本の郵政民営化と違っている。一般
に、国有企業が民営化されたときには、政府
は、企業経営に干渉せず、企業は、経済的に
独立した実体に変わり、損益責任は完全に企
業自身によって負うことになり、破産する場
合においても自己の責任である。中国郵政の
場合はそれと違い、管理と経営が分離してか
ら、政府は、中国郵政局の上に立って「行政
主管部門」になり、財政部が郵政国有資産の
管理部門になる。郵政が損益を完全に負うの
ではなく、政府が郵政損失を補う政策型財政
補助システムとなっている。
郵政はその社会的サービスを担うという性
格上、破産し継続が断たれてはならないし、
ほとんどの農村郵政局所は、赤字が生じても
正常な郵便サービスを提供しなくてはならな
い。
郵政は社会的公共事業であり、主に社会的
効率を追求する。政府は通信を通じて、国家、
安全を保証し、人民の通信権を保障し、郵
便サービスによって経済発展を促進するので
ある。
このように、中国郵政公司は、いかに社会
サービスを重視する普遍サービスの提供によ
る非効率性を防止するか、中国郵政公司と他
の国内スピード郵便会社間において業務範囲
をいかにすみわけたらいいのかなどの問題が
生じている。
〔注〕
1 ）1907年に、英、仏、ロシア、日本、ドイツの
開設した郵便局は合計で67カ所もあった。
2）沿海地域は、江蘇、浙江、山東、福建、広
東を指す。
3）原文は「 」。
（http://www.psbc.com/20year/20year40.htm）
4）原文は「 」（http://
www.psbc.com/20year/20year40.htm）
5）『中国国家郵政局郵政貯匯局及び各省貯匯局
記念文章』の「郵政貯蓄20年的発展歴程」
（http: //www.psbc.com/20year/20year3.htm）
を参考。
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